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平成20年度都道府県医師会
特定健診・特定保健指導連絡協議会

特定健診・特定保健指導の

　　課題と対応について

平成20年12月23日

日本医師会常任理事内田健夫
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特定健診の制度開始後の課題

　1．制度について国民への周知不足

⇒医療機関の窓・が混乱している

　2．特定健診の受診率低下

⇒受診券発券の遅れや特定保健指導の実施期間確保のため、健診が通年

　　で実施されない

　3．特定保健指導の実施率低下

⇒健診後の時間経過（3－4か月）による関心の薄れから実施率低下の懸念

　4．特定健診の健診項目と契約交渉の問題

⇒これまで地域保健で実施されてきた一部の健診項目の契約は職域保険で

　　は拒否されている

　5．特定健診等データの電子化に関する取扱い

⇒本来は保険者が請求に係る費用を負担することになっているが、代行入

　　力を含む電子化の費用が保険者に価格転嫁されていない　　　　　　2
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厚労省検討会設置への要望

3

特定健診・特定保健指導に関わる検討会

　　　　　設置の要望について

1・日本医師会　　　　　　l

l・結核予防会　　　　　　ii関係著を一堂に会し、厚労省において

…・全国労働衛生団体連合会1関型iτ隼となつ空協堕する開豆

・全日本病院協会　　　　l

l：離鵬会薩識購書提出
I

i・日本病院会　　　　　　　i

…・予防医学事業中央会　　i
！・健康評価施設査定機構

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4
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経緯
・保険者による健診・保健指導の円滑な実施
　方策に関する検討会

→平成22年度の再開まで一旦休止

・決済及びデータ送受信に関するワーキング
グループ

→検討会の下に設置。課題解決等、必要な
　場合は適宜開催

5

決済及びデータ送受信に関するワーキンググループ

保険者による健診・保健指導の円滑な実施方策

に関する検討会の下に設置されたワーキング

　グループの再開

【趣旨】

・各関係者の取組状況を確認

・取り組みを通じ発生している課題等と、その解決策を整

理することを目的とし、実務的な議論の整理、調整の場

3実務・現場を熟知し一定の判断が可能な者を

1各団体から推薦
6
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　　ワーキンググループメンバー団体

【保険者】　　　・市町村（国民健康保険）

　　　　　　　　　福島県福島市

　　　　　　　　　静岡県小山町

　　　　　　　　　滋賀県大津市

　　　　　　　・健康保険組合連合会

　　　　　　　・全国健康保険協会
【実施機関】　　・日本医師会

　　　　　　　・日本病院会
　　　　　　　・日本総合健診医学会
【決済代行機関】・社会保険診療報酬支払基金

　　　　　　　・国民健康保険中央会
【システムベンダ】・保健医療福祉情報システム工業会・

討議事項

・メンバーから提起された課題・解決策から討

　議事項・解決案を集約

・r多数の関係者間で協議し取り決めておくべ
　き事項」で「短期集中で解決案を整理すべき

　もの」を優先し、整理
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　　　　　　　検討経緯

11月5日（13回）
今年度のWGについて、実施状況、課題等

11月13日（14回）

各団体から実施状況や問題提起及び解決策等の
提案

11月21日（15回）

解決策案の討議・調整

11月28日（16回）

解決策案の討議・調整

12月3日（17回）

WG成果物について検討　　　　　　　　　　・

本ワーキンググループで取り上げられた課題1

（1）制度全般

　制度の周知、個別健診／集団健診の取扱い、実施率向上など

（2）運用

　受診券様式、自己負担金、実施機関の対応、保険者の対応

　など

（3）委託契約

　標準単価、電子化費用など

（4）集合契約

　複数契約（集合契約A、B）の課題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10
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本ワーキンググループで取り上げられた課題2

（5）集合契約（契約書）

　6条（結果通知の業務）、11条（事故の処理）、別紙（委託元、実施機関

　リスト、内容表、内訳書）

（6）特定健康診査

　基準値、健診項目（血糖、貧血、眼底）、精度管理など

（7）特定保健指導

　非対象者への通知、自己負担金の返還、途中脱落時の請求ルールなど

（8）電子化

　データファイル仕様、研究班ホームページの運用、フリーソフトの情報提供、

　生活機能評価の同時実施、代行機関に関する事項、保険者独自のファイ
　ル仕様、上乗せ（ドック）同時実施のデータ、特定保健指導の電子化など　”

検討課題と対応策（重点項目）

（制度全般）

1、対象者に対する制度の周知が不足していることについて

国民への周知不足から、健診実施機関の窓ロや地域医師会
等で混乱が続いている。

【日医改善提案】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
1国・保険者が中心となって周知をすべきである・　　　　　　…

1受診券と同時に制度周知のリーフレット等を同封すべきである。i

lまた、WGでは整理されない課題があるため協議、すなわち検…

討会の開催が必要である。　　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　J
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検討課題と対応策（重点項目）

（運用）

2．受診券記載内容・記載方法の誤りが多いことへの対応につ

　いて

受診券「取りまとめ機関」欄が空欄の場合、医師会契約の集

合契約Bであるか否か、判断ができない場合があり混乱して
いる。

【日医改善提案】

集合契約Bタイプに「医師会」と明記すること。

検討課題と対応策（重点項目）

（運用）

3．受診者への結果・通知の拒否・遅れについて

健診結果通知は実施機関が行うべきことを契約上明記すべき。

ア

1【日医改善提案】

1委託業務であれば「内容表」へ通知方法（対面・郵送）を明示
1し、併せて「内訳書」に費用を明示する。

　国のQ＆Aにおいて、電子化や結果通知等の共通経費は「内
1訳書」に示されている、とあるが示されていない。
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検討課題と対応策（重点項目）

（委託契約）

4．標準単価等の設定について

価格差の解消が必要。

【日医改善提案】

法改正なしには、標準等を示すべきではない。

中医協と同様協議会の設置が必要。

また、健診等単価は各地域等の事情、実施方法等により

違いがあり、そういう点の考慮なしに平均単価を示すべき

ではない。

16

　　　　検討課題と対応策（重点項目）

（委託契約）

5．電子化費用を考慮した単価設定について

電子化費用が保険者に価格転嫁されていない。

日医改善提案】

「内訳書』に、事務費や電子化費用を明示。

従来の基本健康診査における国の交付基準単価内訳に

準じる記載方法が有効。

成果物である「結果通知」、「電磁的記録媒体」等の単価が

量器き簸無、電子イヒや結果通矢、等の共通経費、よl

r内訳書」に示されている、とあるが示されていない。
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検討課題と対応策（重点項目）

（集合契約：契約書）

6．実施条件が大きく異なる場合の解釈の整理について

受診者への結果説明を郵送ではなく直接対面で行う等丁寧
な説明等の料金の取扱いについて、郵送に切り替えるタイミ
ングや料金に関するルールの明確化。

【日医改善提案】
り

1単価の考え方は各地域等の事情、実施方法等により違いが
ド

1あることを前提に、内容表に健診結果通知に関するルールを
1明示することで対応できる。

検討課題と対応策（重点項目）

（特定保健指導）

7．自己負担金の返還方法について

中途脱落者に対し、自己負担金を返還するのは、実施機関

の負担が大きく実施が困難である。

【日医改善提案】

利用券及び添付案内に自己負担金は返還しないこと

を明記する。

また、特定保健指導実施者が6か月間実施することが

重要である点から、保険者への請求も含めて、初回一括

請求とする。
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　　　　検討課題と対応策（重点項目）

（電子化）

8．生活機能評価の同時実施の請求審査について

生活機能評価の同時実施について、判定データや請求デー

タを紙媒体とすることを周知する。

日医改善提案】

（提案1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

欝欝課霜羅難，霜ないので・電子化への刺

（提案2）

　本WGで検討すべき課題。厚労省の責任により決済・データ送受信の円滑化と

　関係者による情報の共有が必要。このように制度運営しながらの軌道修正を続

　けていては、開発ベンダーのみならず全てのプレーヤーが疲弊し・共倒れになる

　危険がある。電磁的なデータ提出に関しては、今後は改めて一定の調整期間を・

　とってはどうか。

標準契約例11条についての協議経緯

1．健保連等の保険者に対して以下の趣旨で提案。

基本的なr考え方」について大幅な変更を加えるような状況にはないと思

われる。

一方、r標準的な契約書の例」は、一見すると実施機関が全責任を負うよ

うな誤解を招きかねないところもある。

そこで、誤解が生じないよう、同様の趣旨で、より妥当な書きぶり方へと

改めることが考えられる。

条項を改める場合の考え方

【「原則＝三者協議」として、原則を明碓にする】

◆実施機関が、業務の実施中に生じた事故及びその業務により生じた事故

及び損害については、関係者が協議して処理するものとすること。ただし・そ

れぞれに故意又は重大な過失がある場合にはこの限りではないこと。
◆上記取り決めについては、乙と実施機関との契約等において両者遵守する

ものとすること。
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標準契約例11条についての協議経緯

2．以下の2点については保険者側と認識が一致。

○（1）保険者、医師会、実施機関のいずれも、故意又は重過失が

　　ある場合に責任を負うこと。

O（2）故意過失の存否について互いに挙証責任を負わないこと。

しかしながら、以下の点については現時点で認識に差があり、
今後も継続して誠意を持ってやり取りし一致に向け努力。

△（3）関係者間の協議・連絡・報告等の実施体制のあり方。
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特定健診・特定保健指導における

「標準的な契約書の例」について

　　　　　【資料6】
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　　　　　特定健診・特定保健指導における

　　　r標準的な契約書の例」について（抜粋）

1．契約書ひな型についての注釈を追加
　　　　　　　　　　　　　　　　　【資料6－P1】

2，再委託の禁止（第9条）　【資料6－P4】

3．委託料の請求（第6条）　【資料6－P2】

4．健診等内容表（別紙）　　【資料6－P6】

5．内訳書（別紙）　　　　　【資料6－P7】

23

集合契約における標準的な契約書の例

1．契約書ひな型についての注釈を追加 【資料6－P1】

一購腫鞭麟農鵬難保険者が実施機関と契約）の場合は、・

網に定められたい。

集合契約B：①直診等市町村直営体制の場合の契約たるB（1）
　　　　　②市町村内の外部のとりまとめ機関（医師会）や・市町村内の個別の医療

　　　　　　機関への委託契約たるB（2）

　　　　　　　　　【匿採が甚誓事て実瑳する堀金】　　　1　［国保が。新都の磯間等に重巽下る喉台コ
　　　　　　　　　　　バタ　ンラヨラララチ　　　　　　　　ラ　　　　　　　ハケ　ンラヨでラズ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド　　　ラ　　　ラララララ

　　　　　　　　　　自　　和村　1－r璃の健診一一市哺

　　　　　　　　一蕪羅磁懇

　　　　　　　　　一一磐　　一一『一　　　　　　ド㌧1轍，、『】：継走』　一一”、、ノ・一一・

　　　　　　　　　　　　讐誓窒　迦1塑　「一一一一　　　　一挺既亀硝雌
　　　　　　　　　　　　　　　　　：一・盛h壷融『〕1』一1∫1』1－　　　　24
　　　　　　　　　　　　専垂垂辱垂垂d＝婁⑳鯉彰㌧騨痩章締磐
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集合契約における標準的な契約書の例

2．再委託の禁止（第9条）　【資料6－p4】

第9条乙及び実施機関は、甲が乙に委託する業務の全部又は一部を第
O者に委託してはならない。ただし、乙あるいは実施機関が、検査機器の

s備等により、健診・保健指導機関に関するr運営についての重要事項に

ﾖする規程の概要」において血液検査等の実施を委託することを予め明

ｦしており、その明示している内容の範囲において業務の一部を委託する

鼾№ﾉは、この限りではない。

Q前　に・いて　　　　が　　の一　　　≡して ム　思診

の　己　＿金の　　　　結6　に i　・の葦・

は　　　　が一　　・に～　』ととし　　　　　から　　の一 魯託した

は鳳一した　　口底　　に’いては’ヨ　A’のみ ノー蝿@のと

並
眼底検査において判断も含んで医療機関へ再委託を行うことができることが

ｾ記された。 25

集合契約における標準的な契約書の例

3．委託料の請求（第6条）　【資料6－p2】

第6条乙若しくは実施機関は、特定健康診査については実1施後連蟄に

受一した後に、特定保健指導については行動計画を策定す
る初回時面接終了後及び計画の実績評価（計画策定日から6ヶ月以上経過
後に行う評価）終了後に、それぞれ遅滞なくその結果を取りまとめ、前条の

委託料のうち特定健康診査受診券若しくぱ特定保健指導利用券の券面に示

された受診者あるいは利用者の自己負担分を差し引いた金額（以下r請求

額」という。）について　1　圭　に　め　　ム　　に　づき、代行機関に
請求するものとする。

委託業務として特定健診等を行うにあたり、契約書の別紙内訳書に定める

支払条件に基づき請求されることが明記された。
26
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集合契約における標準的な契約書の例

4．健診等内容表（別紙）【資料6－p6】
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三胎購＝τ古駅騒触四四翫一雌で～偶合ぱ・この・訊賜

※1劃庄上貫閻一｝が。服薬歴や喫煙匿及
び既往歴は把握する必要がある。実施機関が服薬歴等の

権握において質問票を使用する場合には。当絃機関にて

質問票を準備する・

※2血糖検査において、健診実拓前に食事を掻取してい
る等によリ空取時血糖が測定できない場合はヘモグロビン

M〔を測定すること。

※3生理中の女性や、腎疾患等の基礎疾患があるために

排尿障害を有している者に対する尿検査については、検査

不能として実施を行わない場合も認めるものの。その他の

項目については全て実施すること。実施されなかった場合

は完全に実施するまで何度も実施するか、未実施扱いとす

る（この場合甲から乙に委託費用は支払われない）．

※4詳細な健診の項目｛医飾の判断による追卸項目〕を実

施する場合は、受診者に十分な説明を行うと共に、医療保

険看に送付する結果データにおいてその理由を詳述するこ

ととする、

※5特定健濠診査の結果を受診者に通知する瞭には、結
果内容に合わせた、実距基準第3条に基づく必要な情報を

提供するものとする。また、　　　　　　　　に　L
　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

に　　　ない　A［　　　　し　　　ものとする。

1．質問票は必須ではない。実施機関が服薬歴等の把握において質問票を

　使用する場合には当該機関で質問票を準備する。
2．健診結果通知を対面実施する場合、実施後速やかに面談できない場合

　は郵送により実施する。

27

集合契約における標準的な契約書の例
28

5．内訳書（別紙）【資料6－P7】

　r㌧　、一一　町

　！一∫凸一一二1一船L■ギ告

r一｝知■

一＝詫七」一ドー■r

委託料単価には、電子的標準様式
データの作成、受診結果や情報提

供に要する費用を含んだものとする。

』一畦巨、一一＝

｛・1滑弁『一”r…’

ト
÷
，鱗㌻ D一一　　11山「1L一＝聾　一1一

一入一｝鞄　r■む　一、、二■≒弔一＝　≡

へ」　1㌦一一一｝一一　一一一　一一

画＝一・㌧尉＝■＝季こ　し嫉・憎

目四一＝r一緒r－b“＝一－r＝し

†一一　一一ドー一一一一　一炬日一■■　三一一　f

－L一．＝1』一一一、　　r．　■一

‘一一一画三：一一■一　一

初回面接時に自己負担を全額徴収
する。

自己負担を差し引いた保険者負担

分を契約書の請求比率にて2分割
し請求する。

一’
k．一一一…一一一

翼 一’ o＝「㌔、一

蔑1麟健認面立鯉癌瀦係一警手艶
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特定健診・特定保健指導における

　　　　周知文書について

　　　　　　【資料7】

29

特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために
　　　　関係者に対し周知を徹底すべき事項

30

【資料7－P1】

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下r法」という。）に基づ

く特定健康診査及び特定保健指導（以下r特定健診等』という。）については、本年4月

の施行以降、保険者や実施機関等関係者の尽力により順次、着実に実施されている
ところである。

しかし、現在でも一部の対象者や関係者には制度が浸透しておらず、円滑な実施に支

障が生じているのではないかとの指摘がある。

　　のp知は　　　王ノー　の　 でし　・　　　やじた　　だ。知i
動が必要である。

ついては、既に十分な周知を行っている関係者におかれては再度のこととはなるが、

特定健診等の円滑な実施のために、下記の項目について幽幽
　　　　　に・し　めて　　　か。知の　　　説一　　たい。

なお、以下の各項目は、必ずしも全ての関係者に対し直接関係するものではない（項

目により対象となる関係者が異なる）場合もあるが、全項目を周知することにより関係

者相互での理解がより促進されると考えられることから、全ての関係者に対し再度の

周知を依頼するものである。

15



特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために
　　　　関係者に対し周知を徹底すべき事項

31

　　　　　第1制度全般に関する事項
1、特定健診等に係る基本的な仕組み【資料7－P1】

実施機関の窓口等で混乱を引き起こさないためにも・特定健診等に係る基本的な仕組

係機関での掲示等の周知活動により、特定健診等に対する対象者あるいは保険者や

実施機関の理解をこれまで以上に促進すること。（抜粋）

　第1制度全般に関する事項
2．照会に対する対応【資料7－P2】

特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために　32

@　　関係者に対し周知を徹底すべき事項

　　　第1制度全般に関する事項
R．自己負担に対する説明対応【資料7－P2】

継対象者からの　己　　　に・　昭ム（特に以下の2点は重点的に）に適切

曝と。kなお、実施機関の窓口等におかれても必要に応じ説明等の対応に協力されたい）

E保険者により自己負担額が異なる理由
E特定保健指導に係る自己負担額については、初回負担分として初回面接時に全額を

･収する旨の関係者間での基本的ルール

第1制度全般に関する事項
S．健診項目【資料7－P3】

特定健診の健診項目（詳細な健診項目やその実施条件のほか・これらに関連して本制
xの趣旨や導入された経緯等を含む。）について対象者に周知すること。（抜粋）

16



特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために
　　　　関係者に対し周知を徹底すべき事項

　　　　　　　　第1制度全般に関する事項
5．任意継続被保険者、特例退職被保険者の取り扱い【資料7－P3】

保険者を中心に関係者は、任意継続被保険者及び特例退職被保険者については被保

険者の被扶養者に準じて一一ことを対象考及び実施機関に
周知すること。（抜粋）

33

特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために

　　　　関係者に対し周知を徹底すべき事項

34

　　　　　　　第2制度の運用に関する事項
1．受診券・利用券の様式・記載方法に関する事項【資料7－P3】

集合契約における特定健診の受診券（以下r受診券』という。）及び特定保健指導の利

用券（以下r利用券』という。）については、関係者間で合意されている一
’いて　エ　　一上の｝土　　　についてのルールが　め’　ていところ。

しかし、特定健診・特定保健指導が施行され、誤った発券等本ルールの周知不足が原

因と考えられるトラブルにより実施機関での窓ロでの処理が混乱する事例が生じている

ことから、特に以下の点に留意して関係茎一。

・撞式＝標準的な様式から逸脱していないか。必要な記載項目が全て記載されているか。

・窓旦盤負担1記載事項に誤り（あるいはルールと異なるところ）はないか。

・契約取りまとめ機関名：複数の集合契約を締結している場合、全ての契約取りまとめ

機関名が記載されているか。

・受診券・利用券の内容は、集合契約の内容と齟齬のないようにすることが前提であり、

券面の表示が集合契約の内容と異なる場合であっても〔あってはならないが）契約内容

が優先されること。

※ルールの詳細は．厚生労働省ホームベージr特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き』に
とりまとめられているので、これを参照のこと

hUp：〃www、mhlw，gojp／b］nya∫shakaihosho西ryouseidoO1ハnfoα3d．htmI

1了



特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために　35

　　　　関係者に対し周知を徹底すべき事項

　　　　第2制度の運用に関する事項
2．個別契約における受診券・利用券【資料フーP4】

・契約と一の印字を「個別』から「

溺や　が　な

　　のルーフレ
　　　　1こ義

特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために
　　　　関係者に対し周知を徹底すべき事項

　　　　　　　　第2制度の運用に関する事項
3．全国で利用できる受診券・利用券における表記の変更【資料フーP4ユ

これまで全国47都道府県の集合契約に参加していることを空欄と表一L

翻離ことと轡癒諜報鯖羅潔馬鷲趨軸
まとめ機関欄がある場合は、一主重されたい。（抜粋）

36
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特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために

　　　関係者に対し周知を徹底すべき事項

　　　　　　第2制度の運用に関する事項
4．特定健診受診時等の本人確認に関する事項【資料7－P5】

受診者が受診時に受診券や被保険者証を持参せず、そのために実施機関の
窓ロにおいて受診できない旨の説明の対応に苦慮する事例が生じていること

から、関係者に対し、．　診の　診，　び　　　　　　の　　、には晋
珍　　　　　と　　　　証の　　が必　とか　こと　　　　　からの思診
　や　　　　　に’1　　　　示　によし。知されたい。（抜粋）

37

特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために

　　　関係者に対し周知を徹底すべき事項

　　　第2制度の運用に関する事項
5．健診時の質問票に関する事項【資料7－P5】

一一が、健診実施機関が質問票を使用して把
　　は　　　ていないため初，、・に　づ　　・珍や　　　王　の　。西の5　　　々

　　　　　　　　　　　　　　　　が　　が　の　　については～ム上　　の
　　　　　　　　　　　　　の1　の　　の　に血圧・血　・一　に特定健診の実施に際しては、

　や　　　　　　’

握する場合には当該実施機関において同票を準備する旨周知されたい。〔抜粋）

38
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特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために
　　　　関係者に対し周知を徹底すべき事項

39

　　　　第2制度の運用に関する事項
6．特定保健指導の自己負担の取扱【資料7－P5】

のような整理となることについて関係者に周知されたい（平成20年度の特定健診の実

施結果による特定保健指導の実施分（平成21年度まで実施期間をまたぐものも含む）

までは、これまでの取扱とする）。

①己　ど ・　に　 の（その後の指導に要した費用
は保険者負担）であることから、一’・　　、　日　証　　に’いては　　　との

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、か’、新たに以下　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　によ　　　　　　　　　　診の…　21　　∠の

はカ’〈　　　との　　のみとなること。

②によしへの。知が・’・であることから、利用券における「窓ロでの自
己負担」欄の注記を改め、「　己　　　は　・　　・の　　として　，　　　凱首

一と記載すること・
③集合契約における　・　　　　イ
　　　　　　し　いた

一こととなる。（抜粋）

の一　1　切
1口　とつ口

に　づ　　　　に示　　た
　比重にて2ハ萄した1ロ

特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために
　　　　関係者に対し周知を徹底すべき事項

　　　　　　　　　第3集合契約に関する事項
1，複数の集合契約に参加している実施機関からの費用請求に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二　・7一

用を保険者に請求する際には、

　　　　ムは　の　　　い　一
ととされている。（抜粋）

集合契約において・

皷T響麹毒茸≡劫、・圭に

・から　　の　　　　　　　し1いた　　聾　　　こ

40
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特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために

　　　　関係者に対し周知を徹底すべき事項

　　　　　第3集合契約に関する事項
2．特定健診の結果通知に関する事項【資料7－P6】

41

特定健診・特定保健指導の円滑な実施のために

関係者に対し周知を徹底すべき事項

第4特定保健指導に関する事項
1．途中脱落時の費用請求ルールに関する事項【資料7－P7】

特定保健指導の積極的支援について、継続的支援の途中で利用者が脱落した場合の
費用請求については、

①　　研　　　　によ服　　　止　　では’．、　　　　と　L　’ことはで

幽②徐　・　の日△の2・　の　　圭無　．の　　一一については、本来2回目に報告が・めら　　　　の一　だ1しか記　でかいことか’　のロ能で青魚　　　こと
となるものであること。

を周知されたい。

※ルールの詳細は、厚生労働省ホームページr特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き」に
r3・5・2途中終了〔脱落・資格喪失等〕の取扱」としてとりまとめられているので、これを確認のこと

h廿p：〃wwwmhlw．go．ip／buny副shakaihoshoハryouseidDO1戸nfoO3d．htmI
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ご清聴ありがとうございました

日本医師会
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